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このニュースは中央団体と県連絡会に送付しています。地域連絡会・加盟組織に送って下さい。

庶民増税なしの「子ども手当」実現、消費税増税はきっぱり断念を
――政府税調審議、国会論戦はじまる

２０１０年度の税制改正案を決める政府税調が10月８日に発足し、10月末から実質審議を開始しました。新政権の目玉政策としてきた子ども手当導入のために、扶養控除を来年度に廃止する方向です。扶養控除廃止で生まれる財源は８０００億円。うち「子ども手当」「特定扶養控除」「老人扶養控除」の対象にならない23歳～69歳までの約５００万人が増税となり、生活困難な家庭をはじめ深刻な影響が懸念されます。増税分は２０００億円ですが、歳出の無駄や、軍事費と大企業・大資産家優遇税制の２つの聖域に切り込めば十分可能な額です。庶民増税なしの「子ども手当」実現を迫っていきましょう。

10月26日から１７３臨時国会が始まりました。鳩山首相は、同28日、自民党谷垣総裁の代表質問に対して、「無駄遣いをなくすことで財源は確保できると確信している。政治への国民の信頼回復に全力を尽くす。その前に消費税増税の必要はない」と答えました。消費税の不公平性や応能負担原則などには一貫して言及しないのが特徴です。政府税調議長の峰崎直樹財務副大臣は８日の政府税調後の記者会見で、２０１１年までに消費税増税法案を成立させるとした所得税法付則１０４条を「すぐには廃止しない」と述べる一方で、「（消費税の）議論は当然おこなっていく。税制の中期ビジョンを考えるとき、消費税を含んで税制全体のあり方をきちんと出す」と答えています。「１０４条をすぐ廃止し消費税増税はきっぱり断念を」の世論をいっそう大きくすることが求められています。
所得税法付則１０４条廃止・食料品非課税を急げ
＜中央各界連の10月宣伝＞
消費税廃止各界連は10月23日、新宿駅東口で10月定例宣伝をおこない、８団体22人が参加しました（署名14）。７人の団体代表が、総選挙で生まれた鳩山新政権に「政権任期中は消費税率を引き上げない」との合意を守らせるとともに、２０１１年度までに消費税増税法を成立させるとした所得税法付則１０４条の廃止、緊急に食料品など生活必需品を非課税にすることなどを求めました。各弁士は「営業していても生活保護以下の所得の中小業者はたくさんいる。食料品はじめ生活必需品非課税など中低所得層の底上げの経済対策を急げ」（全商連副会長・西村冨佐多さん）、「この5年間で消費税増税反対署名は1031万に上るなど、大きな世論が総選挙で力を発揮した。いい政策は応援、悪い政策には断固反対、の『建設的野党』として消費税増税反対・減税実現へ奮闘する」（日本共産党消費税闘争本部員・木口力さん）、「生活保護の母子加算が決まったが、来年度も予算をつけさせ継続させるよう奮闘」（新日本婦人の会中央委員・上野美千代さん）、「派遣労働を使って莫大な利益を上げてきた輸出大企業に今こそ税金を払わせ、社会的責任を果たさせよう」（全労連常任幹事・中山益則さん）、「米軍思いやり予算や大企業減税をやめさせ、安心してかかれる医療など社会保障制度の再構築を」（全国保険医団体連合会事務局次長・前谷かおるさん）、「都議会の各派と懇談。業者は52％が転嫁できず、建設労働者は『食費を切り詰めざるを得ない』とのアンケートに驚き、消費税増税反対・減税で多くの会派が賛同を示した」（消費税をなくす全国の会常任世話人・川上允さん）、「国民の生活をぼろぼろにした自公の構造改革から完全転換し、庶民のふところを温める政策を」（農民連国民運動部員・上山興士さん）などと訴えました。

　大田区の30代男性が「失業者への支援は大切だし、消費税増税は困る。しかし財源はどうするのか」と質問してきたのに対し、参加者が大企業に適正に課税することや証券優遇税制を改めることなどを説明すると、「がんばって」と署名。

76歳の男性は「食料品で、包装はそのままで量は減らす実質値上げが出ている。その分、消費税負担も増えている。今月から市民税も年金から天引きされ、ダブルパンチを受けた感じだ。食料品は非課税にしてほしい」と話していました
（２面に続きます）

＜＜各地の10月行動＞＞

★２０１１年からの増税法の危険知らせよう＜青森＞　東青各界連は10月23日、新町さくら野前で６団体10人が参加して宣伝、署名は31人から寄せられました。参加者は「国政が変わったことで『増税はない』と信頼しているのかも知れないが、自公政権が２０１１年度までに消費税増税法を成立させるとした法律があることを知らない人が多い。これを知らせて増税阻止を新政権に突き付けよう」と話し合っています。同日開いた県各界連と東青各界連の合同会議で、来年の参院選めざし県内３万人署名の達成、12月24日のいっせい行動を大きくとりくむ、県内全地域各界連を立ち上げる、12月初旬に日本共産党の大門実紀史参院議員を迎えての学習会をおこなう、ことを決めました。
★聖域に切り込まない鳩山政権、国会外の運動強化を＜東京＞　北区各界連は10月23日夕方、赤羽駅前で５団体19人が参加して宣伝。各団体の代表が「食料品非課税を」「消費税を上げなくても財源はある」「大企業・大金持ちの税金を元に戻せ」と訴えました。宣伝に先立った開いた事務局団体会議では20年以上の運動の到達点を確認し、さらに粘り強い運動をすすめるための学習会を来年1月22日に開くことを決めました。鳩山首相の所信表明では「４年間は引き上げない」ことは触れられず、軍事費と大企業の２つの聖域にも言及しておらず、国会外の私たちの運動がますます大事と話し合っています。
★「これ以上上げられたらかなわん」と年金者の女性も賛同＜京都＞　消費税廃止京都各界連絡会は、１０月２２日、長岡京市のコープ長岡京店前で定例宣伝行動を行いました。乙訓連絡会代表の小倉忠男さん（乙訓向日民商会長）、消費税をなくす京都の会常任世話人の池上和子さんらが参加。「総選挙では国民の力で自民・公明を政権から退場させた。しかし、経団連は消費税の増税と法人税の引き下げを求めている。新政権の動きを注意深く見ていく必要がある」「社会保障のために消費税をという声もあるが、私たちが支払った消費税は大半が法人税の減税に使われてしまっている」「今、経済対策として、アメリカやEU諸国では『低所得者に減税』『富裕層に増税』を行って、国民の生活支援を通じて経済を立て直そうとしている。日本でもできるはず』『新政権に『消費税を引き上げない』という公約を守らせ、食料品などの暮らしにかかる消費税の減税に踏み出すよう、声を大きく上げていきましょう」と呼びかけました。
買い物に来ていた男性が飛び入りで参加。「消費税は、もともと戦争の財源として作られたもの。所得の低い人ほど負担の重い消費税。私たちみんなの力を合わせて、減税・廃止をさせましょう」と訴えました。
チラシを受け取った買い物の女性は「私も年金暮らしやし、消費税はかなん。これ以上、上げてもらったら困る」と話していました。宣伝には、５人が参加。ティッシュ付ちらしを１５０枚配布しました。
★増税しない？４年後の次は有権者も不安＜兵庫＞　尼崎各界連は10月23日夕方、阪神尼崎駅前で３団体11人が宣伝。尼崎民商の土谷洋男会長らが訴え、通りがかった高齢の女性は「民主党は４年間消、費税を上げないと言っているが、その後はどうなるのかな」と話しながら、署名に応じました。
★「風船」が好評、「民主党ブレないで」の不満も＜福岡＞　福岡県各界連は10月23日、天神コア前で４団体８人が宣伝。民主党が「４年間は消費税を引き上げないが、その後は「国民の皆さんに理解をいただくよう議論を進める」と将来の引き上げを言っていることを知らせ、消費税に頼らなくても大企業に応分の負担を求め、軍事費などの無駄を削減すれば財源は十分生み出せることを訴えました。若い人が署名に応じる姿が目立ち、高齢の女性は「民主党には腹が立っている。公約の後退や先延ばしなど、ブレずにやってほしい」と不満を訴えていました。南区各界連は９月に引き続き「消費税上げるな」と書いた風船を配ると、子ども連れの親子に好評で「頑張ってください」と励ます人もいました。
　
	　各界連の国会要請・署名提出行動

　11月25日（水）　●午後１時から、衆議院第２議員会館ロビーで資料渡し
　　　　　　　　 　●午後２時から、衆院第１議員会館で入館証渡
　　　　　　　　　　　し

　　　　　　　　　 ●午後２時半～３時、国会要請のまとめと署名提出集会

（衆院第１議員会館第４会議室）
                   多くのみなさんの参加をお願いします。
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